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デジタル技術の急速な進展やコロナ禍に見られるように、行政を
取り巻く環境は刻々と変化。行政の無謬性から脱却し、複雑かつ
困難な様々な課題に機動的に対応する必要

本ワーキンググループの目的

スピーディーに政策サイクルを回し、モニタリング・効果検証をしなが
ら、柔軟に政策の見直し・改善を行っていくアジャイル型政策形成・評
価の在り方とその方策を検討する。

本ワーキンググループの目的
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ワクチン輸入の遅
れ、不足

国民からの不満

自治体からの声
「余剰ワクチンではな
く既に予約が入って
いて打つことが決
まっているワクチン」

若い世代の接種が
進まない懸念

 SNSを中心として
誤情報の氾濫

 インフルエンサーとのタイ
アップ（はじめしゃちょー、
東京GCなど）

 誤情報対策（動画や
Twitterでの頻繁な発信、
メディア勉強会など）

若年世代の接種率世界最高
水準（12～19才接種率76%、30
代80%）

誤情報の拡散は限定的

課題 課題発見のための
エビデンス(センサー) 解決のための目標 成果を測る指標 成果実績

４
～
５
月

対策
（アクティビティ）

諸外国に比べて供
給が遅れている

世論調査でワクチン
接種、コロナ対応へ
の不満が大きい

供給の前倒し、
上乗せ

国民の納得度の
向上

諸外国との比較（ワ
クチンの供給状況）

世論調査

ファイザーとの繰り返し
の個別交渉
菅総理とファイザーの
ブーラCEOとの電話会
談、面会

4月末までのファイザーの輸入前倒
し(2500万回)
EUからの輸出世界トップ
ファイザーワクチン5000万回増
NHK世論調査「政府のコロナ対応を
評価している割合」：1月38％⇒11月
60％

接種スピードが伸
びない

打ち手の不足

 1日当たり接種回
数：20～30万（4月、
VRS）

接種医療機関数（タ
ブレット配布機関
数）

 7月末までに高
齢者2回接種完
了

 1日100万回接種

接種医療機関数
の増加

 1日当たりの接種回
数（VRS）

接種医療機関数
（VRS）

 医療機関の接種回数に
よる財政支援

 医師、看護師等の派遣
元への財政支援

 自衛隊大規模接種会場
の設置、職域接種、大学
拠点接種の実施

７
月

８
～
９
月

～
３
月

7月末までに高齢者接種概ね完了
 1日100万回接種実現（初達成は

6/9、最大接種回数は168万回
（7/10）

 接種医療機関数の増加
打ち手の拡大（歯科医師、救急救命
士等）

 「市中在庫」（未接
種ワクチン）に関し
ての国と地方の認
識のギャップ

国と地方の認識
の共有

市町村ごとの未接
種ワクチンの数と1
日当たりの接種数
（VRS及び自治体へ
のヒアリング）

 自治体とのコミュニケー
ションの増加

 市町村にある未接種ワ
クチンと1日当たりの接
種状況についてサンプ
ル調査

国と地方の認識の共有

 「市中在庫」から「未接種ワク
チン」に呼び名を変更

諸外国の事例

若い世代の接種率が
伸びない「7割の壁」

若年世代の接種
率向上

正確な情報の拡
散

若年世代の接種率

 SNS等での誤情報
の拡散状況

「アジャイル型政策形成・評価」の参考事例

参考事例①：新型コロナウイルスワクチン接種事業【内閣官房・厚生労働省等】

出典：公表資料等より内閣官房行政改革推進本部事務局において作成 5



参考事例②： ETC2.0から得られたビッグデータ等を活用した生活道路の交通安全対策

【国土交通省】

参考事例③：レジ袋有料化に向けたマイバッグ利用促進のための広報・普及啓発【環境省】

どのような働きかけをす
れば効果が高いか分から
ない

モニタを無作為に５群に分け、
１ヶ月間「買い物日記」でレジ
袋やマイバッグの利用を記録さ
せるRCT（ランダム化比較試験）を実
施。
各群で異なるナッジを実施

特定のナッジでレジ袋辞退
率・マイバッグ利用率が増
加（最大15％）
⇒この検証結果に整合する
広報・普及啓発を展開

2020年７月からのレジ袋有料化に合わせて、レジ袋の受取辞退やマイバッグの利用を促
進するための事前の実証実験を6,000人を対象に実施（同年１月）

ETC2.0から得られたビッグデータの活用等により潜在的な危険箇所を見える化し、ゾー
ン30の設定に加えて、速度抑制等のための物理的対策を実施した事例
※対策は各地域の実情を踏まえて講じられるものであり、本事例の方法が他の地域にも単純に適用され得るものではない
また、生活道路の交通安全対策全てが、ETC2.0のビッグデータの活用のみにより実施されているわけではない

「アジャイル型政策形成・評価」の参考事例
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データ等エビデンスを活用し、「あるべき姿」（インパクト）と「現状」のギャッ
プを明確にした上で、政策によって達成すべき政策目的を設定
政策目的から政策手段に至るまでの論理的なつながり（ロジック）を明確化させた
上で、成果目標（アウトカム）を設定
成果目標は、原則として、①明確な、②測定可能な、③達成可能な、④現実的な、
⑤期間限定なものであることが必要
（参考）『The Green Book』（HM Treasury，2020年）：英国財務省作成の事前評価と事後評価のガイダンス

政策目的の実現のため、政策目的から政策手段に至るまでの論理的なつながり
（ロジック）※がある政策手段のうち、最善のものを迅速かつ柔軟に実施・見直し

※論理的なつながり（ロジック）のイメージ

「アジャイル型政策形成・評価」を実施する際の視点・課題

①政策目的の設定と迅速・柔軟な政策の実施・見直し
※ここでの「政策目的」は最終アウトカムを想定

政策目的の設定に当たっては、主に次の事項に留意する必要があると考えられるが、
どうか。
より機動的で柔軟な見直しを目指す「アジャイル型政策形成・評価」を実施する際
の視点として、この他に追加すべき事項はあるか。
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インプット
（政策手段）

アクティビティ
（政策手段によ
る活動）

アウトプット
（政策手段によ
る活動目標）

初期（・中期）
アウトカム（初
期（・中期）の
成果目標）

最終アウトカム
（政策目的）

インパクト
（あるべき姿）



政策目的から政策手段に至るまでの論理的なつながり（ロジック）を明確化させた上で、
活動目標（アウトプット）と成果目標（アウトカム）について測定指標を政策立案段階で
設定
「アウトプット」と「アウトカム」の一部（「初期アウトカム」など）については定量化
定量的な測定指標の設定が困難な場合は、政策実施の現場担当者や政策対象者の所見など
定性的なもので、政策立案段階で想定した通りに政策が実施できているかを把握
政策立案段階で想定した通りに政策が実施できているかについて、モニタリングによりボ
トルネックを発見するため、可能な限り初期、中期など多段階にわたって測定指標を設定
ボトルネックの早期発見のため、可能な限り短期間で測定できるような指標の設定を検討

「アジャイル型政策形成・評価」を実施する際の視点・課題

②政策立案時におけるモニタリング・効果検証に必要な測定指標の設定

モニタリング・効果検証に必要な測定指標の設定に当たっては、主に次の事項に留
意する必要があると考えられるが、どうか。
より機動的で柔軟な見直しを目指す「アジャイル型政策形成・評価」を実施する際
の視点として、この他に追加すべき事項はあるか。
※赤字はアジャイル型政策形成・評価のために特に重要と考えられる事項
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（注）「モニタリング」とは、政策実施段階において、政策立案段階で想定した通りに政策が実施できているかについて、測定指標（＝アウトカムと
アウトプットの状況を測定する指標）をモニターすることにより、ボトルネックを発見し、政策実施の方法・体制の改善につなげるもの。
「効果検証」とは、政策の評価・見直し段階において、実施した政策（手段）の政策目的に対する因果効果を検証し、政策の改善につなげるもの。







ロジックモデルを活用し、マルチステークホルダーと政策目的を共有した上で、政策
担当者が立案しようとする政策について、対話を行い、知見を取り入れ、政策をブ
ラッシュアップ
政策立案段階で想定した「成果」を妨げるボトルネックを発見できる体制をマルチス
テークホルダーとの間で事前に構築
マルチステークホルダー間での事業実施における役割分担の明確化やモニタリング・
効果検証に必要なデータの取得等のために、政策立案・実施の各段階で、マルチス
テークホルダーとの緊密なコミュニケーション

「アジャイル型政策形成・評価」を実施する際の視点・課題

⑤マルチステークホルダーとの対話・協働

マルチステークホルダー（政策の対象者や委託先等の他の実施主体等）との対話・
協働に当たっては、主に次の事項に留意する必要があると考えられるが、どうか。
また、より機動的で柔軟な見直しを目指す「アジャイル型政策形成・評価」を実施
する上でもこれらは重要であると考えられるが、どうか。
この他に追加すべき事項はあるか。
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◆政策形成・評価の在り方とその質を高めるための環境整備の在り方については、
具体的な事例を踏まえつつ、課題の整理や対応策の検討を行うことが重要と考えら
れる。

このため、本ワーキンググループ内で
・各府省庁の政策形成・評価を支援する観点から、
・具体的な事例に基づき、各府省庁の政策担当者と本ワーキンググループが協働
して、より機動的で柔軟な見直しを行える形での政策形成とそれに必要なデー
タ利活用環境整備について議論を行い、

・政策形成・評価に関連する制度の問題点や課題の整理等を行う、
改善・提案型の、政策形成に係るレビューを試行的に実施することとしてはどうか。

政策形成に係るレビューの試行的実施について
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政策形成に係るレビュー実施の考え方


